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１ 問題の所在
平成22年６月発行の高等学校学習指導要領解説
（公民編）には，「３指導計画の作成と指導上の
配慮事項」として， 次のような記述が見られる。
「ウ １の目標に即して基本的な事項・事柄を精
選して指導内容を構成すること。」
「現代社会」の目標を達成するためには，能力・
適性，興味・関心など生徒の実態の把握に努め，
それに応じた指導内容の構成を工夫するとともに
実際の授業時間数の中で指導内容を十分に消化で
きるよう指導計画を作成する必要がある。
現在，高等学校（以下；高校）においては，１
単位あたりの年間法定授業時数は35時間である。
高校公民科においては，「現代社会」または「倫理」・
「政治・経済」が必履修科目となっている。その
履修認定に必要な標準時数は最低２単位であるこ
とから，例えば，「現代社会」は法定時数に従え
ば年間70時間の授業を行なわなければならない。
学習指導要領は，法的拘束力を持つため，教科
書はもちろん，授業時間数も定められており，基
本的にはこの内容に準じた授業計画とその実施が
求められている。
しかし現実には，「実際の授業時間数の中で」
ということは，事実上，法定時数（２単位70時間）
は学校現場の現実に即していないということを暗
に容認するものであり，さらに「生徒の実態の把
握に努め，（中略；品川）指導内容を十分に消化
できるよう指導計画を作成する必要がある。」とい
うことは，一律の形式的な授業ではなく，現実の
生徒の学力等に応じた形で年間カリキュラムを編
成することを，教師に期待していることのへ表れ
とも捉えることができる。
つまり，学習指導要領というある種の「理想像」
と実際の授業時間数の間には大きな乖離がある。
本研究においては，生徒に現実の社会のあり様や
情報などを批判的な見方をさせることによって，
未来社会の創造につながる思考・判断・表現がで
きるようになることを目指ざすのである。それら
を踏まえた上で，そこで，現任校であるＨ県の高
校（以下；Ｈ高）を一事例として扱う。
Ｈ高は８００名規模で，１学年ごとに商業科（200
名）・会計科（40名）・情報科（40名）の３つの科
から構成されており，それぞれが独自のカリキュ
ラムで学習している。生徒の実態については，女
子の比率が高く（およそ男子３：７女子），生徒
間の学力差も大きい。というのも，特に商業科は
半数（200名中100名）の生徒が学力検査を経ずに，
面接試験のみの推薦入試によって入学してくる。
そのため，高３においても義務教育レベルの学習
内容に対する理解が乏しい生徒が在籍する一方
で，会計科・情報科だけでなく商業科にも４年生
大学への進学を希望している学習意識の高い生徒
が少数ではあるが在籍している。
しかしながら，Ｈ高において「現代社会」を受
験科目として必要であるという生徒はごく稀であ
り，いわば，高校公民科の必履修科目であるがゆ
えに定期考査で点数が取れさえすればよい，ある
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いは，就職試験の際の一般常識対策として捉えて
いる生徒も多いと思われる。やはり「暗記主義」
に走り，学習内容の定着がなされず，生徒の中で
は「現代社会」は重要視されていない，というの
は現実である1)。
しかし，「現代社会」の授業は，定期考査やセ
ンター試験で点数を稼ぐといった「近視眼的」な
目的で行なわれるべきではないのは言うまでもな
いことである。
「現代社会」の目標や内容構成の趣旨を踏まえ，
基礎的・基本的な事項・事柄を中心にしつつ，指
導内容を精選し，生徒にとって身近で具体的な事
柄と結び付けて理解ができ，考察を深めることが
できる指導の方法と内容の構成を工夫する必要が
ある。これらのことから，生徒の実態に応じた市
民的資質を育成するにはどのようなものがある
か，という問題意識に基づくカリキュラム論や方
法論・内容論が報告され，その実践が行われた結
果，今日までに数多くの成果を見ることができる。
ところが，これまでの公民教育に対して大きく
転換を迫る問題がもちあがった。それは2015年の
通常国会での公職選挙法の改正による有権者の年
齢引き下げ（18歳以上）である。このことによっ
て，高校のみならず中学校の社会科公民分野もま
た大きな課題と責任を負うことは必然である。
これらのことから学校現場（生徒や実際の授業
時数）の実態に即しつつ，必要に応じた形で教科
書の内容（スコープ）や順序（シークエンス）に
とらわれない，新しいカリキュラムの開発が求め
られる。
そこで，これまで社会系科目（特に公民科）で
避けられる傾向が強かった政治教育をあえて実践
するための「政策立案・模擬投票」学習という年
間カリキュラムの研究を行なう。
２ 研究の目的
本研究の目的は，高校公民科「現代社会」を学
習する生徒が陥りがちな暗記主義的な学習意識と
その現状を改革することを目指した「政策立案・
模擬投票」学習に関する年間授業計画を開発する
ことである。
そこで，年間カリキュラムを作成し，授業実践
を経て，そこから新たなカリキュラムを提示する
ことを目指す。
昨今の社会情勢を鑑みた時，本研究における社
会系科目（公民科）の教育論の内容の柱となるの
は次の４つの観点を重視する必要がある。
それは，グローバリゼーションについて，ナ
ショナリズム（イデオロギーとの関係）について，
アイデンティティについて，マスメディアと
の関係について，である。
 グローバリゼーションについて
21世紀に入って以来，日本のみならず，世界は
このグローバリゼーションがキーワードとなって
展開している。特に日本は島国であり，ともすれ
ば内向きな問題に目が行きやすい。だからこそ，
世界的視野≒グローバリゼーションへの対応が求
められているわけであろう。
しかし，このグローバリゼーションという言葉
を果たして何の疑いもせずに鵜呑みにしてもよい
のだろうか。ここに批判的な見方をする必要があ
るのではないか。
グローバリゼーションは米ソの冷戦終結後にお
いて特に強調されはじめたものではないか。すな
わち，東西冷戦の勝者であるアメリカ的の価値観
の広まりであり，政治・経済・文化・情報・宗
教・言語・金融などの分野における，アメリカの
一人勝ちがもたらしたものであるという見方をす
ることも可能である。換言すれば，それは政治
（民主主義），経済（資本主義），文化（例えば
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モータリゼーションをはじめとする交通手段やア
メリカ式食文化などの浸透），情報（インターネッ
ト社会），宗教（キリスト教とイスラム教との摩擦，
およびイスラム教徒と対立するユダヤ教徒への接
近），言語（米語），金融（19世紀以来のロンドン
からニューヨークへの移行など）である。数少な
い例外としては，アメリカドルの相対的価値の低
下があるものの，現在もアメリカドルは世界にお
いてその信用度は他の通貨と比べて高い。いわば，
こうした現代のグローバルリズムと呼ばれる世界
は，古代社会におけるパックス・ロマーナならぬ，
21世紀におけるパックス・アメリカーナとも言
える。
こうした世界のグローバリゼーション（≒「ア
メリカ化」）の証左として，アメリカと40年近く対
立していたソ連は消滅し，残る社会主義大国であ
る中国も事実上，資本主義を導入することによっ
て，一国二制度という形を取りながら，今や世界
の工場として，その国際的立場を不動のものとし，
ＧＤＰも日本を抜いて世界第２位に躍り出た。さ
らに，キューバも同様に資本主義を導入し，アメ
リカとの国交回復に向けての動きを見せている。
しかしながら，そうした世界の「アメリカ化」
に反発するする動きが見られるのも事実である。
典型的なのは，イスラム原理主義の国や地域であ
り，いわゆる「イスラム国」存在とそのテロ行為
は現在の世界の安全を脅かす存在となっている。
中国もまた，いわゆる「中華思想」の伝統から，
アメリカの唱える政治の民主化に対して抵抗する
姿勢を崩さない。だからこそ，このような現代の
世界を席捲するグローバリゼーションをも懐疑的
に俯瞰し，思考・判断することによって生徒が自
己の考えを表現できる力を身に付けさせることが
求められるであろう。
 ナショナリズム（イデオロギーとの関係）に
ついて
2015年の通常国会で有権者の選挙権の引き下げ
のための公職選挙法改正案が衆議院に提出され
た。この法案が与野党の賛成多数によって可決・
成立することによって，早ければ2016年の夏の参
議院選挙から，18歳以上の有権者が誕生する見通
しとなった。言うまでもなく，18歳という年齢は
一般的に高校３年生の年齢であり，高校在学中に
選挙権の行使をすることが可能となる。
しかし，これには，同じ高校生の中に選挙権を
有する生徒と無い生徒が生じること，また成人年
齢を何歳とするのかなどの問題点があることは否
めない。
さらに，現在の政権政党（自由民主党）は自主
憲法の制定を党是としているため，近隣諸国との
関係もあり，国論を二分することが予想される。
このため，将来，憲法改正の国民投票が実施され
た場合，高校生の選挙権の有無は大きな問題とな
ることも予想される。
このような状況において，考慮に入れなければ
ならないこととして，果たして現役の高校生にど
こまで有権者としての政治的判断ができるのか，
という問題がある。それゆえこれからは，高校の
みならず，義務教育段階における公民教育にも大
きな影響を与えることになるだろう2）。
 アイデンティティについて
およびのことから，公民科の目標である生
徒の市民的資質を育成するためには，どのような
手立てが考えられるだろうかという従来からの議
論は深刻かつ喫緊の問題として共有されなければ
ならない。生徒に有権者としての自覚を促しつつ，
教科書の形式的な知識と理解だけでなく，広い視
野に立った，臨機応変かつ複眼的な思考力・判断
力・表現力を身につけさせる実践がこれまで以上
になされなければならないことは明白である。そ
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こで，教師自身にも生徒の持つ既存の社会的認識
（知識）を引き出し，表現（OUTPUT）させる力
を身につける必要がある。その手立ての例とし
て，マイケル・サンデルによるＴＶ番組『ハーバー
ド白熱教室』の講義法に注目する。
松井克行は，この「ハーバード白熱教室」につ
いての検証を行っている3）。そして，松井はサン
デルの講義法には，内容と方法において，２つの
問題点があると指摘している。１つ目は，「議論
展開の恋意性－経済学的思考の回避－」であり，
２つ目は，「学習内容の順次性における恣意性－自
説の優位性を際立たせるための論展開－」である
と述べている4）。その上で，「最大の問題が，サン
デルの講義が，（中略；品川），意図的で用意周到
なシナリオに沿って展開し，最終的に，（中略；
品川）コミュニタリアニズムの優位性の学習に至
る点である」と指摘している5）。すなわち，「コミュ
ニタリアニズム」というサンデルの自説，つまり
ある種のイデオロギーに聴衆を誘導しているとい
うのである。
確かに松井の指摘には首肯できる面がある。し
かし，そのような問題点を孕む『白熱教室』がな
ぜ，これほどまでの支持を受けているのだろうか。
言い換えれば，特定のイデオロギーに誘導を行っ
ていることが露見したとしても，支持されるのは，
サンデルの講義の特徴に松井の指摘する別の要素
を兼ね備えているのではないかと考える。
まず，サンデル自身の教育者としての知識と教
養である。当然のことではあるが，これがなけれ
ば講義は成立し得ない，いわば土台となる部分で
ある。その土台の上に３つの要素がある。それは，
発問力・ファシリテーション能力・論点整理力で
ある。ここでは，それぞれを次の意味として用い
るものとする。１つめの発問力は聴衆にとって身
近で，誰もが自分自身の問題として捉えやすい問
題を提示する能力である。２つ目のファシリテー
ション能力とは，聴衆が発した発問に対する考え
を否定することなく，議論を進行させる能力であ
る。このため聴衆が自らの考えを述べやすい環境
づくりを可能にしている。３つ目の論点整理力と
は，聴衆の発問に対する意見や考えをまとめる能
力である【図１】。
松井が指摘するように，サンデルの講義には，
聴衆をコミュニタリアニズムというイデオロギー
に引き込む恣意性があり，サンデルのそのまま受
け入れることは危険性が伴うだろう。
しかし，そうした恣意性を極力排除することに
よって，公正な議論を展開し，オープンエンドの
形で締めくくると，指導者の持つ特定のイデオロ
ギーに左右されにくくなるのではないか。
 マスメディアとの関係について
一般的に社会科の授業では，生徒が情報を獲得
し，社会情勢を概観させる手立てとして，新聞を
活用するよう指導するケースが多い。その代表的
な例が，「NIE（教育に新聞を）」であろう。確か
にその効果は認められるし，多くの実践・報告が
なされている6）。
しかしながら，新聞もマスメディアの一種であ
り，そこには新聞各社のカラーが反映されている。
そこで，先に述べた松井のサンデル批判に従えば，
新聞からの情報を無批判に受け入れることにも危
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【図１】 サンデルの講義の特徴
険性が伴うわけである。しかも，現任校の生徒の
中には，経済的理由等により，新聞の定期購読を
していない生徒も少なからず在籍している。一方
で，昨今のインターネットの急速な普及によって，
そこから情報を得ることに対する危険性も同様で
ある。ただ，生徒に限らず社会情勢を把握し，批
判的な見方を行うには，マスメディアを通した手
段が最も現実的である。
本研究においては，こうした観点を可能な限り
考慮に入れた上で，生徒が実際の社会の事象やで
きごとについて，ありのまま受け入れるばかりで
なく，批判的な思考力・判断力に基づいて自己の
意見が表現できる力を育成するための年間カリ
キュラムの必要性を明らかにする。それによって，
生徒が陥りがちな暗記主義的な学習意識の改善と
公民科における現状を改革することを目指す。
本研究の目的は，上記の４つの観点を踏まえた
「政策立案・模擬投票」学習という年間カリキュ
ラム開発を行うことである。その理由として，従
来の社会系科目（公民科）の教育の問題点を指摘
しなければならない。
平成18年に全面改訂された教育基本法第１４条
（政治教育）には，
法律に定める学校は，特定の政党を支持し，又
はこれに反対するための政治教育その他の政治的
活動をしてはならない。
と定められており，昭和22年に制定された旧教育
基本法にも同様の条文があった。旧教育基本法に
おける政治教育の条文が制定された背景には，戦
後直後の東西冷戦によるイデオロギー論争があっ
たことが考えられ，学校教育現場での批判的な政
治教育は極力制限されてきた（あるいは実施しに
くい）背景があった。それゆえ，教科書を中心と
した政治あるいは経済についての理論もしくはシ
ステムを学習する授業形態が常態化し，若者の政
治的無関心の拡大に拍車をかける一因となった。
つまり，従来の社会系科目（公民科）の学習に
おいては，生徒に批判的な思考力・判断力を涵養
することは困難であったと言わざるを得ない7）。
本研究における「政策立案・模擬投票」学習と
は，生徒が社会的論争問題に関する実在の政党・
政治家などの主張やそれらを裏付ける内容（デー
タ）を個々で批判的に（比較・検討・吟味）する
ことから始める。そこから新たに獲得した知識と
既存の知識および他者の見方・考え方を取り入れ
る形で「政策立案」を行う。さらに，他の社会的
論争問題に関しても立案した政策を，グループで
持ち寄り「模擬政党」を立ち上げる。
最終的には，第三者によって模擬政党の政策が
妥当か否かを問う，総合的な批判的判断（模擬投
票）を行う。
なおここでの「政策立案・模擬投票」学習とは，
生徒に現実社会の実態を深く掘り下げて思考させ
る能力を高め，近い将来，有権者としての自らの
行動をどのように判断し，表現させるかというこ
とに対する支援を射程に入れている。
３ 研究の方法
本研究は目的を達成するために，次の２つの方
法によって行う。
 社会系科目全般における方法原理に関する先
行研究（特質と課題）
上記は，主に次の①から④の型を挙げることが
できる。
すなわち，①理解主義型，②説明型，③問題解
決型，④社会形成型である。
① 理解主義型
藤瀬泰司は，理解主義型の特質とは「子どもの
主体的な学習活動を保障できる」ことと，「主権
者教育に適した方法原理である」ことであると述
べている8）。また「理解主義社会科は，授業者が
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育てたい態度目標に照らして，（中略；品川），主
権者教育をよりよく行うことができる」と述べて
いる9）。一方で，課題としては，「価値の注入」10）
があり，「教師がよかれと判断した人物11）であって
も，その立場からみた国家・社会像だけを提示す
れば，子どもは，その見方を事実そのものとして
習得してしまうため，閉ざされた社会認識を形成
してしまう」と述べている12）。藤瀬は，その弊害
を克服するための実践事例として森本直人の「開
かれた理解主義社会科」の教授方略を紹介してい
る13）。
森本は理解型の授業について，「学習者の主観的
な認識枠組みに立脚して主体的に解釈することを
重視することによって，学習者の主体形成に大き
く貢献することができる。」とし14），「認知的領域
(知識や認識)と情意的領域(態度や意欲)の統一的
を育成が容易であることが理解型授業の最大の特
長である」と述べている15）。そのためには，解釈
学的循環のための討論学習や「対象とは異なる立
場へ視点の置き換えが可能となるような教授学的
操作(視点の複線化)」が必要であると述べてい
る16）。
ただし藤瀬は，現状としてはいまだに「閉ざさ
れた理解主義社会科の論理に基づいた授業づくり
がなされていることが多い」と指摘し，さらなる
「開かれた理解主義社会科」の教授方略の開発や
その批判的な妥当性の吟味が必要であるとも述べ
ている17）。藤瀬の言葉を換言すると，多くの社会
系科目では，教師による一方通行の授業が行われ
ており，それゆえ児童・生徒の自発的な思考力・
判断力・表現力の向上を妨げているということで
あろう。つまりこれらのことが，理解主義型のも
つ課題であろう。
② 説明型
草原和博は，「説明」として社会科の目的は，
「子どもの社会の見方・考え方を知的に成長させ
ること」であり，「子どもがすでにもっている知
識を変革，拡張させることであり，今まで以上に
事実を筋道だてて説明できるように支援すること
である。」と述べている18）。
また，「認知的に不安定な状況下で「なぜ」を
問い，新たな知識=仮説を定立して検証させる。自
他問わず既有の知識に満足せず，（中略；品川）
より多くの事実に合致する知識を探求しようとす
る批判的で合理的な態度を育成するのが，「説明」
の基本姿勢」と述べている19）。
そして，「「説明」としての社会科は，子どもの
知的好奇心が低い状況でこそ効果を発揮するし，
活用したい授業原理20）」であり，子どもの知的好
奇心はこうした指導を通じて高めていくものであ
ると述べている21）。
筆者は，この草原の社会系科目の目的は子ども
の既有の「知識を変革，拡張させ（中略；品川）
事実を筋道だてて説明できるように支援するこ
と」という主張には賛同できる。ただ，教師によ
る支援について，それはどこまで行うべきなのか，
あるいは草野が述べている，「子どもの知的好奇心
が低い状況でこそ効果を発揮する」という「効果」
とは，どのような状態・結果を指すのかはここで
は明らかにされていない。
③ 問題解決型
波巌は，従来の問題解決学習について，「問題
の発見・把握→仮説・予想の設定→仮説・予想の
検証→問題に対する答え（主に知識，技能）の確
定22）」であり，「ある決まった答えが，教師によっ
てあらかじめ想定されている。（中略；品川）そ
の答えにたどり着くためには，個々の子どもの複
数の個性的な追究が許されている。しかし，方法
において幅はあっても，結論にはそれほどの幅は
ない。」と批判している23）。そこで，「限られた正
答だけを求める従来のような問題解決活動では，
決して問題の解決に至らない。」と述べ24），その課
題を克服するための従来と異なるプロセスを経る
独自の問題解決学習を提示している。それは次の
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通りである。
複数の人間がいる場合は，問題に対して「「では，
自分たちはどうするか」という意思決定を行い，
合意を形成する」と述べている25）。ただ，その実
践事例において，ディベートなどによる合意形成
の過程は見られるが，それが妥当なものなのかを
第三者が批判的に判断する記述が乏しい。
④ 社会形成型
社会形成力の育成を主張する代表的論者として
は，池野範男・佐長健司・吉村功太郎・唐木清
志・西村公孝を挙げることができる。各々の論旨
は以下の通りである26）。
池野は，社会認識形成を重視した社会形成力育
成のためには「批判」が必要であると述べている。
また池野は，社会形成科論の一つとして構想され
ている「市民社会科」には，次の契から恵の４つ
の特徴を挙げている27）。
契 認識と資質を二項対立と捉えず，資質や能力
や倫理的態度ではなく，価値観や認識的態度と
限定的に捉え，認識と資質を結びつけ媒介させ
る考え方（媒介的目標論）を提示している。
形 広義の社会問題を教材とし，学習を組織して
いる。
径 学習構造の基本にトゥールミン図式を利用し
ている。
恵 子どもたちが学習することで成長したときの
像として，社会をつくる市民を描く。市民にな
るための基礎的な要素，主として能力を育成
する。
つまり，社会形成力には認識と資質を結びつけ
媒介させる役割があり，学習構造に広義の社会問
題を教材（内容）として取り上げ，討論形式（トゥー
ルミン図式）を取り入れることによって，市民に
なるための基礎的な要素，能力を育成するという
目的があると述べている。
佐長は，市民的資質を育成するために「議論」
を重視している。
「社会的な問題を明らかにし，その問題を生み出
す制度や政策を批判的に検討し，代替案としての
それらを討論する。このような授業によって，民
主主義社会の成員としてより望ましい社会を形成
していこうとする資質を育てる」社会形成教育と
しての社会科を提唱している28）。
吉村は，市民的資質を育成のために「合意形成」
を重視している。吉村は人権問題を教材に社会的
合意形成を目的とした授業計画を明らかにしてい
る。吉村は，社会的合意形成とは「社会問題の解
決策で一致するという実質的合意のみをいうので
はない。複雑な社会問題については，（中略；品
川）相互批判と相互調整によって解决を目指すと
いう共通する問題意識を継続するという合意を形
成する」という形式的合意形成があると述べてい
る29）。また，他者による評価と生徒の価値判断の
可視化を重視している。
唐木は，実践を重視した社会形成力育成のため
に「参画」を重視している。唐木は「「参画」と
いう言葉のさきがけは，（中略；品川）「男女共同
参画社会基本法」(平成11年６月23日制定)」と述
べている30）。
さらに唐木は，社会参画を志向する社会科授業
を３つの類型に分類し，第１類型として「科学的
社会認識の育成を目指す社会科授業」，第２類型と
して「意思決定力の育成を授業」，第３類型とし
て「社会的実践力の育成を目指す社会科授業」と
して位置づけることを提案している31）。そして，
「この各類型の社会科授業は個別にも成立しう
る32）」としながらも，「第２類型が成立するために
は第１類型が，そして，第３類型が成立するため
には第１・第２類型が，それぞれ前提とならなけ
れば成立しえないという関係になっている」と述
べている33）。
西村は，主権者育成のための社会形成力として
の議論と参加を重視した「発信」を重視している。
西村は自らの授業理論について，「21世紀に生き
る公民像（①自律的特性を持った個人，②公論の
担い手，③グローバルな見方・考え方，④人類共
通の利益，国益，地方益，個人益のバランス感覚，
⑤自文化を持った発信者)を目標に，（中略；品川），
民主主義社会の形成者を育成するために地球社会
の一員としての自覚と責任，市民と国民の両面か
ら公論の担い手を育成することを目指すものであ
る。特に，日本型民主主義では，個人の討論能力
育成を軽視してきたと考えているので，討論技能
を身に付けさせ，その討論で自分の考えを持ち，
考えを実践する社会参画能力を育てるために，授
業を受信型から発信型へ転換することを提案した
い」と述べている34）。
本研究においては，この社会形成型を参考に論
を展開する。なぜなら，「政策立案学習」のカリキュ
ラムの作成にあたっては，上記４名の代表的論者
が共通して主張する「討論（議論）すること」が
必要不可欠であり，社会形成型はその要件を満た
すためである。
 公民科における「政策立案・模擬投票」学習
に関する先行研究
上記についての代表的な研究および実践として
は，以下に掲げる①～⑪がある。
① 桑原敏典「政策選択学習における生徒の意思
決定の変容―領土問題を取り上げた学習を通
して ―」，日本公民教育学会全国研究大会，自
由研究発表第一分科会資料，2014
② 華井裕隆「政策的思考力の育成をはかる授業
―「政策えらび授業」の実践―」，日本社会科
教育学会，『全国大会発表論文集』，第９号，2013
③ 華井裕隆「選挙の争点学習と「現代社会」
―「政策えらび授業」の実践―」，日本社会科
教育学会自由研究発表資料，『全国大会発表論文
集』，第８号，2012，pp.202-203
④ 藤井剛「思考を深め，言語活動を活発化させ
る終末活動―政策論争をしてみよう―」，日本
社会科教育学会自由研究発表資料，『全国大会発
表論文集』，第９号，2013
⑤ 磯崎育男「小中高における政策教育課程に関
する一考察:「水と政策」を事例として」，『千葉大
学教育学部研究紀要』，62，2014，pp.337-343
⑥ 磯崎育男「学校における政策教育の基本内容
に関する一考察:PublicPolicyAnalystの分析を
通じて」，『千葉大学教育学部研究紀要』，61，
2013，pp.353-357
⑦ 磯崎育男「小学校における政策教育」，『千葉
大学教育学部研究紀要』，60，2012，pp.413-
418
⑧ 磯崎育男，「中学校における政策中心学習の展
開―市町村合併を事例として」，『千葉大学教育
学部研究紀要』，58，2010，pp323-331
⑨ 磯崎育男，「政策中心学習の展開(2)市町村合
併の内部過程を中心として」，『千葉大学教育学
部研究紀要』，57，2009，pp.233-241
⑩ 磯崎育男，「政策中心学習の展開―市町村合
併を事例として―」，『千葉大学教育学部研究紀
要』，56，2008，317-326
⑪ 磯崎育男「政策中心学習(policy-centered
education)の可能性」，『千葉大学教育学部研究
紀要』，55，2007，pp.271-276
まず，①の桑原の研究は，中学校における実践
の中で，尖閣諸島をめぐる日中の主張を考察させ，
最終的に領土問題に関する外交政策をグループ，
あるいは個人に意思決定させることによって，そ
の変容を明らかにしていくものである。ここでは
外交政策をあらかじめ用意し，生徒に選択させる
ことによって学習に取り組みやすい工夫がなされ
ている。
②③の華井の研究は，高校における研究として，
2013年はエネルギー政策に関する授業計画と授業
中の教員と生徒の発言録を明らかにしている。ま
た，2012年には生活保護に関する各政党別の政策
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比較を生徒に提示し，授業を展開している。
④の藤井の研究は，高校（「政治・経済」）にお
いて，年間を通した政策論争のカリキュラムが提
示されていることが特徴である。１学期に経済学，
２学期の中間考査以降に政党づくりを行い，３学
期に政治学と模擬裁判を同時進行させるという具
合である。グループごとにそれぞれの政党名と景
気・雇用対策や財源から外交・防衛に関するマニ
フェストを明らかにさせている。さらに，グルー
プ対抗のディベートトーナメントを実施し，第三
者（オーディエンス）からの評価を取り入れてい
る。これらのことから藤井実践は特に注目に値す
る。
⑥から⑩の磯崎の研究は，小中高それぞれの校
種における研究を明らかにしており，また，2007
年という比較的早い段階から「政策中心学習
(policy-centerededucation)の可能性」を明らかに
していることは注目に値する点である。
本研究では，およびをはじめとする先行研
究からその特質と課題を抽出する。ここでの主な
課題は，次の２点である。
１点目は，理解型を中心にした暗記主義に陥る
危険性と，参加型による「はい回る学習」に陥る
危険性の解決である。
２点目は，比較的高学力の生徒を対象としたカ
リキュラム編成になる可能性と，学力が中程度以
下の生徒が多い学校を対象にしたカリキュラム編
成の難しさである。つまり，内容・手立てなどが，
ある程度の汎用性を持つカリキュラム編成ができ
るかということである。
１点目については，社会系科目の中では，未だ
結着のついていない問題であるので本研究では触
れない。すなわち，２点目を中心的な課題とし，
これを克服するための新たな「政策立案・模擬投
票」学習の年間カリキュラムを提示することが目
的である。
４ 本研究における成果と課題
本研究の成果と課題は次の通りである。
 成 果
① Ｈ高における実態（授業時間数・生徒の学習
意識等）や，昨今の社会情勢から，従来とは異
なる高校公民科の年間カリキュラムを開発する
必要性を明らかにしたこと。
② 高校公民科を学習する生徒が陥りがちであ
る，暗記主義的な学習意識とその現状を改革す
ることを目指した，「政策立案・模擬投票」学
習の年間カリキュラムを開発する方法を明らか
にしたこと。
 課 題
本研究は，「政策立案・模擬投票」学習の年間
カリキュラムを提示する方法を示すことはできた
ものの，具体的な詳細を明らかにすることができ
なかった。
また，その実践および検証はこれからであり，
これらは稿を改めて明らかにする。
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